
別表第１

事業区分 補助対象者 補助対象経費 補助率 補助限度額

1 受入体制整備事業
（Ｉターン引越支援）
※Ｉターン：本市での居住
　歴がなく県外から市内へ
　移住する者

2 Ｕターン促進事業
（Ｕターン引越支援）
※Ｕターン：本市に５年以
　上の居住歴があり、県外
　に１年以上居住し、再び
　市内へ移住する者

3 受入体制整備事業
（就業体験等に係る交通費
　支援）

下記のいずれにも該当すること。
(1)高知県及び市が県外で実施する移住相談会等に参加した方
(2)市内で農林水産業等に就業する意思のある方が就業体験等のため本市を訪れること
(3)市税等及び高知県税の滞納者ではないこと
(4)その他市長が補助対象者として不適当と認める者ではないこと

県外から本市へ移動する際の公共交通機
関の利用料金
※車で移動する場合は、高速道路利用料
金、レンタカー料金。ただし、車両の運
行に必要な燃料代は対象外

３/４
以内

４０，０００円

4 受入体制整備事業
（インターネット引込
　工事支援）

下記の（1）～（2）のいずれかに該当する者が、（3）及び（4）に該当すること。
(1)本市に住所を有して原則として１年を経過しない者
(2)住宅の所有者。ただし、住宅の所有者と住宅に居住しようとする者が三親等以内に該当しない
　 こと
(3)市税等の滞納者ではないこと
(4)その他市長が補助対象者として不適当と認める者ではないこと

個人が所有する空き家のインターネット
引込み工事に要する経費

１/２
以内

４０，０００円

5 住宅確保促進事業
（荷物整理支援）

下記の（1）～（3）のいずれかに該当する者が、（4）及び（5）に該当すること。
(1)本市に住所を有して原則として１年を経過しない者
(2)住宅の所有者。ただし、住宅の所有者と住宅に居住しようとする者が三親等以内に該当しない
　 こと
(3)住宅の所有者から住宅を借り受ける特定非営利活動法人並びに営利を目的とせず、移住及び定
   住を促進している団体（任意団体を除く）
(4)市税等及び高知県税の滞納者ではないこと
(5)その他市長が補助対象者として不適当と認める者ではないこと

空き家を移住者用住宅として活用するた
めに、業者に依頼して行う空き家の居住
部分の荷物の整理、運搬及び処分に要す
る経費 １/２

以内
５０，０００円

※補助金の額は、補助対象経費と補助限度額のいずれか低い方の額とする。ただし、補助金額に1,000円未満の端数があるときはこれを切り捨てる。

下記のいずれにも該当すること。
(1)令和４年４月１日以降に県外から市内に住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第５条の規定
  による住民基本台帳への記録（以下「住民登録」という。）をした者
(2)市内に住民登録を行った日（以下「基準日」という。）から継続して５年以上市内に居住する
   意思がある者
(3)就学、職務上の転勤等を目的として一時的に住民登録を行った者ではないこと
(4)社会福祉施設等への入所に伴う住民登録を行った者ではないこと
(5)市税等及び高知県税の滞納者ではないこと
(6)生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による保護を受けている者ではないこと
(7)国、他の地方公共団体その他団体から別に引越費用に係る補助又は移住支援金を受け、若しく
   は受けることを予定している者ではないこと
(8)土佐清水市暴力団排除条例（平成22年土佐清水市条例第31号）第２条に規定する暴力団及び暴
　 力団員等である者ではないこと
(9)世帯主又はその世帯員が土佐清水市職員（土佐清水市職員定数条例（昭和37年条例第13号）
   第2条）に規定する職員）として採用されることによる転入でないこと
(10)その他市長が補助対象者として不適当と認める者ではないこと

引越し事業者や運搬業者に依頼して行
う、県外からの荷物運搬に要する経費
（事業者に支払った引越し費用）
※引越しの完了日（領収書の日付）又は
本市への転入日（住民票異動日）のいず
れか遅い日から９０日以内

１/２
以内

５０，０００円

別表第２

経過年数 返還額

１年未満 補助金の全額

１年以上２年未満 補助金の８０％

２年以上３年未満 補助金の６０％

３年以上４年未満 補助金の４０％

４年以上５年未満 補助金の２０％

５年以上 無


